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要旨 

多くの国は、主に 20 世紀の管理者的経済によって生じた労働力の構造的な制約に直面し
ている。どのようにして、人的資本と組織知識への投資を十分に高いレベルで確保しつつ、
組織間、組織内のいずれにおいても労働力流動性を最適なレベルで確保するか？起業家的
経済を機能させるには、労働法規と作業組織を変革する必要がある。公共政策によって雇用
保護を緩和し、全ての職種間で社会保障をポータブルにすれば、既存組織、新規ベンチャー
企業、新興成長企業の間の労働力流動化を促進できる。企業は、作業組織を変革し、労働力
流動化やボトムアップ型のイノベーションに取り組めるようになる。 

課題 

この数十年、多くの先進国の管理者的経済から起業家的経済への移行を目にしてきた
（Audretsch and Thurik 2001）。トップダウン型のガバナンス、指揮統制、定型業務、規模の
経済が主体の経済システムから、ボトムアップ型の取り組み、柔軟性のあるガバナンスの取
り決め、非定型（創造的）業務、ネットワーク経済が中心の経済システムへの移行である
（Thurik et al. 2013）。この数十年間、技術的な変化とグローバル化が対になって、これらの
移行を加速化させたことで、定型業務は自動化されるか低賃金国に移り、創造的な業務はさ
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らに先進国中心に行われるようになった（Autor et al. 2003; Brynjolfsson and McAfee 2014）。 

 

管理者的経済から起業家的経済への移行により、政策の発想も大企業や中小企業のため
の政策から起業家的経済やアントレプレヌール・エコシステムのための政策への転換が求
められる（Thurik et al. 2013; Stam 2015）。起業家的経済における中核的活動は、資源を再編
して新たな価値を生み出すことである。起業家的経済の中核を成すボトムアップ型の新価
値創出プロセスは、スタートアップ企業や組織間ネットワーク（オープンイノベーション）、
新興成長企業、そして既存組織で行なわれている。社会厚生の観点から言えば、起業活動に
よる新たな価値の創出は、（既存企業が）価値を占有する活動よりもはるかに良い成果をも
たらすはずである（Mazzucato 2018）。 

 

起業家的経済において新たな価値を創出するには、個人と組織間の両方において新知識
への投資が必要である。個人への投資は人的資本への投資と呼ばれることが多い一方で、組
織への投資は組織における慣行や定型業務、プロセスといった組織知識（Nonaka 1994）ま
たは組織資本（Prescott and Visscher 1980）の改善に寄与する。こうした投資を生産的にする
には、組織内または組織間で補完的資産が必要とされることが多い（Teece 1986）。新知識へ
の私的な投資と（補完的な）資産の結合は、社会厚生の観点から見ると、多くの場合、最適
を下回る水準で行われている。 

 

新たな価値創出を目指す人的資本と組織知識への投資と資産の結合には、最適な柔軟性
が必要とされる（Nooteboom and Stam 2008）。人的資本、組織知識、補完的資産関係への投
資は長期的なものでなければならないが、一方で資産の新たな結合を実現するには十分な
労働力流動性が求められる。 

 

課題は、人的資本と組織知識への投資を十分に高いレベルで確保しつつ、組織間または組
織内で労働力流動性を最適レベルで確保することである。多くの国では、厳格な雇用保護に
より組織間の労働力流動性はほとんどなく、また抑制的な組織構造と企業文化により、組織
内での流動性もほとんどない。しかし、流動性が高すぎるのもまた危険である。流動性が高
すぎると、人的資本や組織知識、関係性への投資が足りなくなるからである。 

 

提言 

 

どのようにして人的資本と組織知識への投資を十分に高いレベルで確保しつつ、組織間
または組織内で労働力流動性を最適レベルで確保するか？本政策提言書は、企業には作業
組織を変革して労働力流動化とイノベーションを可能にすること、公共政策には雇用保護
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の緩和により労働力流動性を高めることを求める。組織が変わっても移行可能な社会保障・
年金制度も提案する。本政策提言書では、2018 年の G20 諸国における初期段階の（成長志
向の）独立起業活動と社内起業活動の現状を例示しながら提言を説明する。 

 

＊作業組織の変革 

 

大・中規模企業は、長期契約の提示や、従業員への投資、社内での補完的資産の構築によ
り、投資不足の問題をある程度解決できる。零細・小規模企業は、そのような投資を行う余
裕がない。大企業では、その組織構造や企業文化により、従業員による起業活動が抑制され
ることも多いが、企業内の労働力流動化によって起業活動を促進し得る。最初の提言は、企
業に対し、労働力流動化（社内外のいずれか）を実現し、ボトムアップ型のイノベーション
へ向けた新たな活動（社内起業）を可能にするため、作業組織の変革を求めるものである。
社外への労働力流動化は「起業休暇」によって促進されるだろう。従業員は（産休のように）
ある程度の期間内に復職する権利を保持しつつ、起業休暇の下で社外での起業を試みるこ
とができる。こうした作業組織の変革において政策が担う直接的な役割はないが、作業組織
の変革によってコスト分の利益を回収できる可能性があることを示唆し、変革の方法に関
する情報を企業向けに普及させることはできる（Kochan and Osterman 1994）。 

 

既存の（大・中規模）組織では、従業員による起業活動を促す組織構造・企業文化を生み
出すことが解決策となる。スウェーデン、英国、オランダ、米国、オーストラリア、カナダ
などでは社内起業活動が比較的盛んであるが、ブラジル、アルゼンチン、ロシア、インド、
中国、インドネシア、日本、イタリアなどでは極めて低い（Bosma and Kelley 2019；図 1を
参照）。 
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図１. 成人（18-64 歳）の社内起業活動指数と総合起業活動指数（TEA） 

 

出典：グローバル・アントルプレナーシップ・モニター 2018/2019 年 

注：オーストラリアおよび南アフリカのデータは 2017 年のもの。 

 

既存の企業内でこうした起業活動を実現できない場合、従業員は進んでスタートアップ
を試すことができるようでなければならない。従業員による起業を阻む障壁を解消する一
つの方法は、非競争契約の撤廃である。非競争契約とは、雇用主と直接競合すると考えられ
る市場や業種に従業員が参入することを妨げる法的契約である（Marx 2018; Stam 2019）。こ
のような非競争契約は雇用主保護の手段であり、一般に、労働力の流動化、とりわけ既存企
業からスタートアップ企業への労働力の移動を妨げている。 

 

一部の国では、（既存の組織とスタートアップ企業）両方での起業活動が広く普及してい
る（オーストラリア、オランダ、米国、カナダ）。他の多くの国では、社内起業がほぼ存在
しないか、雇用上の選択肢がないかであるが、スタートアップ活動によって補完されている
国もある（インド、中国、インドネシア、ブラジル）。日本、イタリア、アルゼンチンなど
の一部の国では、両方のタイプの起業活動が低レベルである（図 1 を参照）。 

 

＊労働規制、既存組織および従属的な自営業者 

 

公共政策により雇用保護を緩和すれば労働力流動化を促進できる。結果として、資源が
（大規模な）既存組織の外部へと解放され、再編が可能になる。厳格な雇用保護はイノベー
ションに二重の問題をもたらす。既存の大規模組織に資産を閉じ込め、従属的自営業者を作
り出すことになる（Pissarides 2001; Roman et al. 2011）。既存の大規模組織の貴重な資産が成

社内起業活動指数 総合起業活動指数（TEA） 
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長志向のベンチャー企業に再編されず、独立の起業家は自分のベンチャー企業を成長させ
る野心にも能力にも欠けることになる（Bosma et al. 2009; Autio 2010）。しかし、雇用保護の
強化が起業活動を増進する可能性もある。解雇の通知期間がそれにあたる。通知期間は、従
業員に他組織での起業活動を継続する時間を提供するからである（Liebregts and Stam 2019）。 
 

従属的自営業者は多くの場合、人的資本や組織知識への必要な投資を行わず、他組織との
提携関係を構築する能力も限られている。厳格な労働規制が緩和されれば、新規ベンチャー
企業や（とりわけ小規模の）既存組織にとって、労働者の雇用がより魅力的なものとなり
（Bauernschuster 2013; Millán et al. 2013）、人的資本および組織知識への投資も魅力を増す。
このようなことは、労働者が従属的自営業者のままでは起こらないかもしれない。 

 

＊労働力流動化と中規模企業の誕生 

 

スタートアップ企業は、成長して、活力ある中規模の新会社になる可能性がある。これら
の中規模企業は、規模の経済・範囲の経済を（自社内でまたは他の組織と提携して）実現で
きる十分な規模があり、従業員による社内起業を実現できる十分な活力があるだろう。しか
し、スタートアップ企業は、既存の大手企業からの労働者（会社幹部を含む）の流入が少な
いことが一因となり、中規模企業になれない場合も多い（Sørensen and Sharkey 2014）。労働
力流動性が低い理由として、社会保障や年金が約束された安定した職と既存の大手企業が
提供する比較的高い賃金を手放して、将来性が不確実なスタートアップ企業に移るリスク
を冒すことに労働者が消極的であることを挙げられる。必要なのは、雇用保護を緩和して非
競争契約を撤廃することにより労働力の流動化を実現させる労働規制である。労働規制の
変革に続いて、組織が変わっても移行可能な社会保障・年金制度を提言する（Andersen and 

Svarer 2007; Elert et al. 2017）。 

 

起業したベンチャー企業が成功すれば、従業員の雇用や、成長の問題に直面した際の解雇
も容易になるはずである。ベンチャー企業が経営を持続できない場合は、労働者が容易に既
存の企業に再就職できるようにすべきである。労働力流動性が低い（と考えらえる）場合、
新興企業が成長する可能性は低い。成長志向のスタートアップ企業の割合は、アイルランド、
トルコ、米国およびカナダで高いのに対し、日本、インド、イタリア、ドイツ、オランダ、
アルゼンチンおよびブラジルでは低い（Bosma and Kelley 2019；図 2を参照）。 
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図 2. 初期段階の起業活動における自己申告による成長予測 

 

出典：グローバル・アントルプレナーシップ・モニター 2018/2019 年 

注：オーストラリアおよび南アフリカのデータは 2017 年のもの。 

 

結論 

 

公共政策と民間セクターには、十分に高いレベルでの人的資本と組織知識への投資を確
保する責任がある。これとともに、組織間または組織内において、最適なレベルで労働力の
流動化を実現しなければならない。それは実際に、最適な労働力の柔軟性に向けて、資源が
新たに再編されるために十分な柔軟性と、人的資本や組織知識、関係構築のための投資が行
われるために十分な安定性のバランスを取ることを意味する。公共政策と企業戦略の適切
な組み合わせを見定めるため、官民の活発な交流が求められる。 
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